
 

第２５回恵那市都市計画審議会次第 

 

日  時: 平成３１年２月８日（金） 

午前１０時００分～ 

場  所: 恵那市役所災害対策室 

 

１．開    会 

 

 

２．あいさつ 

   諮 問 

 

３．会議の成立 

 

 

４．会長あいさつ 

 

 

５．議事録署名者の指名 

 

 

６．議事審議 

   議案第１号 恵那都市計画用途地域の変更 （P１～） 

           総括図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 

           計画図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料２ 

    答 申 

 

７．報告事項 

   恵那区域マスタープラン見直しに係る基礎調査について （資料３） 

 

８．その他 

 

９．閉    会 

 

 



選出区分 氏名 所属 備考

１号委員 磯　部　　友　彦 中部大学工学部 教授

１号委員 阿　部　伸 一 郎 恵那商工会議所 副会頭

１号委員 小　板　　宏　正 恵那市農業委員会 代表

１号委員 西　尾　　俊　彦 恵那市地域自治区 代表

１号委員    日  比  野　　準　　 岐阜県建築士会 東濃支部

２号委員 近　藤　　純　二 恵那市議会議員

２号委員 千　藤　　安　雄 恵那市議会議員

２号委員 西　尾　 　努 恵那市議会議員

２号委員 町　野　　道　明 恵那市議会議員

２号委員 水　野　　功　教 恵那市議会議員

３号委員 加　藤　　一　幸 岐阜県恵那土木事務所長

３号委員 坪　井　弥 栄 子
「男女（ひと）」のわ
ネットワーク　代表

恵那市都市計画審議会委員名簿

(H30.4.1～H32.3.31)



 

（１）計画書 

 

恵那都市計画用途地域の変更 （恵那市決定） 

 

都市計画用途地域を次のように変更する。 

種  類 面 積 

建築物の延べ面

積の敷地面積に

対する割合 

建築物の建築

面積の敷地面

積に対する割

合 

外壁の

後退距

離の 

限度 

建築物 

の敷地 

面積の 

最低 

限度 

建築物

の高さ

の限度

備考 

第一種低層 

住居専用地域 
約97.00ha 8/10以下 5/10以下 1.0ｍ － 10ｍ 16.45％

第二種低層 

住居専用地域 
－ － － － － － － 

第一種中高層 

住居専用地域 
約61.82ha 20/10以下 6/10以下 － － － 10.48％

第二種中高層 

住居専用地域 
約62.72ha 20/10以下 6/10以下 － － － 10.63％

第一種 

住居地域 
約92.91ha 20/10以下 6/10以下 － － － 15.75％

第二種 

住居地域 
約56.35ha 20/10以下 6/10以下 － － － 9.55％

準住居地域 － － － － － － － 

近隣商業地域 約32.1ha 20/10以下 8/10以下 － － － 5.44％

商業地域 約16.00ha 40/10以下 8/10以下 － － － 2.71％

準工業地域 約55.20ha 20/10以下 6/10以下 － － － 9.36％

工業地域 約27.00ha 20/10以下 6/10以下 － － － 4.58％

工業専用地域 約88.66ha 20/10以下 6/10以下 － － － 15.03％

合計 約589.76ha － － － － － 100.0％

「種類、位置及び区域は、計画図表示のとおり」 

理 由  当地区は、流通機能の利便性の向上が見込まれるため、20.46ha を工業専用 

地域として追加指定する。 
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理由書 

 

当地区は、恵那市の西部、恵那ＩＣから３．７kmに位置し、国道19号、国

道４１８号や主要地方道多治見恵那線に近接する地域である。また、2028年

度には瑞浪・恵那道路が整備される予定であり、流通機能の利便性の向上が

見込まれる地域であることから、工業を基盤とした工業地区形成を図る地域

として適している。 

本市では、平成28年度に策定した第２次恵那市総合計画のもと、「人・地

域・自然が輝く交流都市～誇り・愛着を持ち続けるまち～」の実現に向け、安

定した雇用と地域の活力を高めるため、新たな企業団地の検討を行うことを位

置づけている。 

また、恵那市都市計画マスタープランにおいても、当地区を含む用途地域外

の既存工業集積地を工業拠点として位置づけ、商工業を基盤とした工業団地形

成を図り、優良企業の誘致の促進を行うものとしている。 

このため、当地区において、具体的な企業需要が見込まれる規模である約

20ha について、農林漁業との調整を図りながら計画的に工業地区を形成し、企

業誘致による新たな雇用を創出することにより、地域経済の活性化につなげる

ため、工業系用途地域の指定を行うものである。 
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（２）新旧用途地域対照表 

 

恵那都市計画用途地域の変更新旧対照表 

種  類 

建築物の延べ面

積の敷地面積に 

対 す る 割 合 

建築物の建築面

積の敷地面積に

対 す る 割 合

新旧用途地域面積 

面積の増減

新 旧 

第一種低層 

住居専用地域 
8/10以下 5/10以下 約97.00ha 約97.00ha 約0.00ha 

第二種低層 

住居専用地域 
－ － － － － 

第一種中高層 

住居専用地域 
20/10以下 6/10以下 約61.82ha 約61.82ha 約0.00ha 

第二種中高層 

住居専用地域 
20/10以下 6/10以下 約62.72ha 約62.72ha 約0.0ha 

第一種 

住居地域 
20/10以下 6/10以下 約92.91ha 約92.91ha 約0.0ha 

第二種 

住居地域 
20/10以下 6/10以下 約56.35ha 約56.35ha 約0.0ha 

準住居地域 － － － － － 

近隣商業地域 20/10以下 8/10以下 約32.1ha 約32.1ha 約0.0ha 

商業地域 40/10以下 8/10以下 約16.00ha 約16.00ha 約0.0ha 

準工業地域 20/10以下 6/10以下 約55.20ha 約55.20ha 約0.0ha 

工業地域 20/10以下 6/10以下 約27.00ha 約27.00ha 約0.0ha 

工業専用地域 20/10以下 6/10以下 約88.66ha 約68.20ha 約＋20.46ha

合計   約589.76ha 約569.3ha 約＋20.46ha
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（３）用途地域決定基準 

 

用途地域等に関する都市計画の変更 

 都市計画用途地域の手引（平成６年３月岐阜県）の「用途地域決定の基本方針、用途地

域決定基準」等に基づき、用途地域等に関する都市計画の変更を行う。 
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（４）用途地域指定・変更調書 

 

 

 

用途地域指定・変更調書 

 

箇所名 

整
理
番
号 

現計画 変更案 

その他
の規制
状況 

土地・建物利用
の概況 

不適格建築
の割合 

変更理由 
関連する措置の概
要と実施の時期 用途地域 

容積率/

建ぺい率
用途地域 

容積率/ 

建ぺい率 

恵那西

工業団

地 

１ 無指定 200/60 
工業専用 

地域 
200/60 － 

大半は、現況地

目山林で、一部

田が点在してい

る区域で、区域

内には道路敷が

ある。なお、区

域内の建物につ

いては、取り壊

し予定。 

－ 

本地区は、恵那ＩＣから

３．７㎞、国道１９号の槙

ヶ根交差点から１㎞の距離

に位置し、アクセスに優

れ、工業団地に適している

ことから工業専用地域を指

定する。 

平成 31 年度中に

造成工事に着手

し、早期の工場誘

致を図る。 

 

  

担当 

部局課名 建設部都市住宅課 

担当者名 西尾 和孝 

T E L 0573-26-2111 

都市計画区域名 恵那都市計画 
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（５）用途地域指定・変更現況調書 

用途地域指定・変更現況調書 

地区番号 １ 用途地域 容積率 建ぺい率 

地区名 恵那西工業団地 新 工業専用地域 200％ 60％

地区面積 約 20.46ha 旧 無指定 200％ 60％

① 用途不適格建築物 ② 階数別建築物 

 
現  行 新  規 

 ３階 

以下 

４階 

以下 
合 計

件 数 
件 件

件 数
件 件 件

※        ％ ※       ％ ％ ％ ％

敷地面積 
件 件 敷地 

面積 

㎡ ㎡ ㎡

※        ％ ※       ％ ％ ％ ％

③  容積率実態 ④ 建ぺい率実態 

 

 件数（面積） 比  率  
件数 

（面）
比 率 

新容積率

以下 
件 ％

新建ぺい率 

以下 
件 ％ 

〃   

超 
件 ％

〃 

超 
件 ％ 

合  計 件 ％ 合  計 件 ％ 

⑤ 敷地規模 

敷地面積 150 ㎡未満 150～165 ㎡ 165～180 ㎡
180～

200 ㎡ 

200～

250 ㎡

250～

300 ㎡ 

300 ㎡

以上 
合 計

件  数 
件 件 件 件 件 件 件 件

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

⑥  計画的検討 

○その他の特記事項 区域内の建物については、取り壊し予定 

※１：地区内件数に対する割合    ※２：地区面積に対する割合 

調査が不要な調査欄は斜線で消去する。 
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（６）用途地域編入地区調書 

 

用途地区編入地区調書 

地区番号 １  人 口 世帯数  人 口 世帯数 可住地人口密度 

地区名 恵那西工業団地 平成 2４年 0 人 0 戸 平成 29年 0 人 0 戸 0人 / h a

土

地

利

用

規

制 

区   分 細  目 面  積 許 可 年 月 日 及 び 番 号

農 業 地 域 

（ 農 業 振 興 地 域 ） 

農
用
地
区
域 

田 0 
都市計画法の開発 

畑 0 

その他 0 
保安林（森林法） 

小計 0 

白地 19.83 
砂防法 

森 林 地 域 

国有林  

保安林（種類）  
河川法 

地域森林計画対象民有林 0.63 

自 然 公 園 地 域 

特別地域  その他 

特別保護地区  

普通地域  

自 然 保 安 地 域   

自 然 環 境 保 全 地 域   

砂 防 指 定 地  15.73 

そ の 他   

土

地

利

用

計

画

土

地

利

用

区

分

宅 地 用 地  整 備 手 法 工業団地開発 

工 業 用 地 12.08 事 業 主 体 恵那市 

道 路 用 地 1.37 事 業 年 度 平成 31 年度～平成 33 年度 

公 園 緑 地 1.49 雨 水 排 水 計 画
調整池→（仮称）北山川→土

岐川 

公 共 施 設 0.61 汚 水 計 画 合併浄化槽 

そ の 他 4.91  

 

（注）１ 面積の欄は、小数点第２位（小数点以下第３位を四捨五入）まで記入する。 

   ２ 整備手法の欄は、区画整理事業、地区計画、民間の宅地開発等を記入する。 

   ３ 事業主体の欄は、事業者名を記入する 

   ４ 雨水排水計画の欄は、「調整池→○○川→△△川」等と記入する 

   ５ 汚水排水計画の欄は、公共下水道、集中合併処理等を記入する。 
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（７）都市計画の決定の経緯の概要 

 

恵那市都市計画用途地域の変更 

 

事  項 時  期 備  考 

説 明 会 平成 27 年２月 17 日～ 合計７回開催 

恵 那 市 都 市 計 画 審 議 会 平成 30 年７月 30 日  

県 下 協 議 平成 30 年 10 月 26 日  

県 事 前 協 議 平成 30 年 12 月３日  

計 画 案 の 縦 覧 
平成 31 年１月 17 日～ 

平成 31 年１月 30 日まで
 

恵 那 市 都 市 計 画 審 議 会 平成 31 年２月８日  

知 事 協 議 平成 31 年２月中旬（予定）  

農 業 振 興 地 域 の 区 域 変 更 平成 31 年４月１日（予定）  

決 定 告 示 平成 31 年４月１日（予定）  
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